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平成30事業年度

(単位:円)

資産の部
Ⅰ流動資産

現金及び預金 229,772,066,452
貸付金

第一種学資貸与金 2,787,740,761,958
第二種学資貸与金 6,606,645,373,500
貸倒引当金 △ 56,532,713,669 9,337,853,421,789

有価証券 2,498,883,579
前払金 11,303,146
前払費用 10,646,809
未収収益 734,626,372

貸倒引当金 △ 5,579,813 729,046,559
未収金 1,769,615,094

貸倒引当金 △ 69,573 1,769,545,521
9,572,644,913,855

Ⅱ固定資産
1. 有形固定資産

建物 35,700,909,719
減価償却累計額 △ 14,575,850,742 21,125,058,977

構築物 53,965,604
減価償却累計額 △ 29,103,453 24,862,151

車両運搬具 6,890,809
減価償却累計額 △ 6,201,729 689,080

工具器具備品 3,525,699,687
減価償却累計額 △ 1,708,060,759 1,817,638,928

土地 10,672,550,060
有形固定資産合計 33,640,799,196

2. 無形固定資産
借地権 5,450,587,495
ソフトウェア 6,366,010,043
電話加入権 767,000

無形固定資産合計 11,817,364,538

3. 投資その他の資産
投資有価証券 23,993,255,222
破産再生更生債権等 112,353,329,736

貸倒引当金 △ 110,823,638,357 1,529,691,379
未収財源措置予定額 100,473,634,924
差入保証金 44,668,659

投資その他の資産合計 126,041,250,184
171,499,413,918

9,744,144,327,773

貸借対照表

(平成31年３月31日現在)

区分 金額

流動資産合計

固定資産合計

資産合計
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負債の部
Ⅰ流動負債

預り補助金等 8,694,843,336
預り寄附金 2,025,075,558
一年以内償還予定日本学生支援債券 120,000,000,000
一年以内返済予定長期借入金 836,606,565,196
未払金 4,437,403,936
未払消費税等 20,180,100
リース債務 465,135,413
未払費用 5,713,111,375
前受金 306,200,412
預り金 369,019,127
仮受金 52,469,705
引当金 113,265,000

環境対策引当金 113,265,000
978,803,269,158

Ⅱ固定負債
資産見返負債

資産見返運営費交付金 3,609,543,017
資産見返施設費 531,358
資産見返補助金等 3,904,103,973
資産見返寄附金 8,496,270 7,522,674,618

長期預り寄附金 2,926,560,830
日本学生支援債券 120,000,000,000

債券発行差額 2,489,761
長期借入金 8,553,918,781,468
長期預り保証金 69,915,816
長期リース債務 505,633,913

8,684,946,056,406

9,663,749,325,564

純資産の部
Ⅰ資本金

政府出資金 100,000,000
100,000,000

Ⅱ資本剰余金
資本剰余金 △ 11,373,211,173
損益外減価償却累計額 △ 14,940,044,948
民間出えん金 58,745,446,994

32,432,190,873

Ⅲ利益剰余金 47,862,811,336

80,395,002,209

9,744,144,327,773

貸借対照表注記
(1)
(2) 運営費交付金から充当されるべき退職給付引当金の見積額 4,397,048,000 円
(3) 運営費交付金又は学資支給基金補助金から充当されるべき賞与引当金の見積額 331,921,107 円

「貸付金」は、独立行政法人日本学生支援機構法第13条第1項に基づく奨学金貸与事業の貸付金を示しております。

負債合計

資本金合計

資本剰余金合計

純資産合計

負債･純資産合計

固定負債合計

区分 金額

流動負債合計

2



平成30事業年度

(単位:円)

経常費用
業務費

学資金貸与業務費 72,921,550,113
学資金支給業務費 8,088,147,104
留学生学資金支給業務費 13,199,669,881
留学生寄宿舎運営・助成業務費 905,715,225
留学試験業務費 755,253,569
日本語予備教育業務費 690,207,703
留学生交流推進業務費 885,912,432
研修・情報提供業務費 138,708,278
修学環境等調査研究業務費 200,371,651 97,785,535,956

一般管理費 2,432,173,080

100,217,709,036

経常収益
運営費交付金収益 15,036,886,053
学資貸与金利息 32,563,949,930
延滞金収入 3,887,379,041
留学生宿舎収入 631,040,598
日本語学校収入 319,269,565
日本留学試験検定料収入 689,391,952
その他事業収入 267,651,316
受託収入

政府受託収入 4,915,058
補助金等収益

国庫補助金収益 16,354,177,816
政府補給金収益 17,767,461,339 34,121,639,155

財源措置予定額収益 14,067,102,256
寄附金収益 2,028,132,861
資産見返負債戻入

資産見返運営費交付金戻入 729,061,111
資産見返補助金等戻入 536,425,265
資産見返寄附金戻入 1,416,770 1,266,903,146

財務収益
受取利息 304,543
有価証券利息 156,492,814 156,797,357

105,041,058,288

4,823,349,252

臨時損失
固定資産売却損 23
固定資産除却損 1,930,236 1,930,259

臨時利益
資産見返運営費交付金戻入 1,842,479
資産見返補助金等戻入 62,790
資産見返寄附金戻入 24,990 1,930,259

当期純利益 4,823,349,252

当期総利益 4,823,349,252

経常利益

損益計算書

(自平成30年４月１日　至平成31年３月31日)

区分 金額

経常費用合計

経常収益合計
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損益計算書注記

１．事業費内訳（主なもの） (単位:円)

区分 金額 区分 金額

学資金貸与業務費 学資金支給業務費

返還免除損 30,056,559,193 学資支給金 7,888,520,000

支払利息 28,441,558,958 人件費 49,788,423

貸倒引当金繰入 2,345,349,802 減価償却費 41,531,902

人件費 2,264,937,610 その他 108,306,779

減価償却費 1,757,591,194 計 8,088,147,104

その他 8,055,553,356

計 72,921,550,113 留学生寄宿舎運営・助成業務費

業務委託費 373,706,960

留学生学資金支給業務費 支援金 151,517,069

奨学金 12,243,075,000 光熱水料 86,649,033

人件費 244,487,772 人件費 77,816,122

減価償却費 11,797,035 維持修繕費 70,350,095

その他 700,310,074 減価償却費 60,367,386

計 13,199,669,881 その他 85,308,560

計 905,715,225

留学試験業務費

業務委託費 347,497,247 日本語予備教育業務費

支払賃借料 79,965,641 人件費 350,919,299

人件費 77,677,219 支払賃金 154,558,952

諸謝金 66,270,130 業務委託費 53,459,053

通信運搬費 59,385,596 減価償却費 29,596,287

支払賃金 56,604,682 維持修繕費 23,346,304

減価償却費 13,188,505 その他 78,327,808

その他 54,664,549 計 690,207,703

計 755,253,569

研修・情報提供業務費

留学生交流推進業務費 人件費 91,798,525

留学準備金 214,199,174 支払賃借料 9,630,963

人件費 188,658,581 減価償却費 1,458,911

業務委託費 163,133,768 その他 35,819,879

旅費 106,547,849 計 138,708,278

支払賃金 55,371,539

減価償却費 2,470,170 一般管理費

その他 155,531,351 人件費 1,192,611,479

計 885,912,432 土地建物借料 512,603,902

公租公課 243,182,739

修学環境等調査研究業務費 減価償却費 71,419,766

人件費 122,926,285 その他 412,355,194

業務委託費 36,367,904 計 2,432,173,080

支払賃金 7,798,952

印刷製本費 7,218,634

減価償却費 417,128

その他 25,642,748

計 200,371,651

２．ファイナンス・リースに係る取引

ファイナンス・リース取引が損益に与える影響額は、1,271,885円であり、当該影響額を除いた当期総利益は4,822,077,367円で
あります。
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(単位:円)

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー
人件費支出 △ 4,689,835,012
学資貸与金の貸付による支出 △ 987,365,460,500
学資支給金の支給による支出 △ 7,888,520,000
短期借入金の返済による支出 △ 4,170,179,000,000
債券の償還による支出 △ 120,000,000,000
長期借入金の返済による支出 △ 880,540,000,000
借入利息の支払額 △ 28,825,548,507
債券利息の支払額 △ 2,441,690
その他の業務支出 △ 24,952,968,198
運営費交付金収入 13,399,960,000
学資貸与金の回収による収入 823,730,946,486
学資支給金の回収による収入 1,130,000
短期借入れによる収入 4,170,179,000,000
債券の発行による収入 119,833,154,341
長期借入れによる収入 1,050,606,823,000
学資貸与金利息の受取額 32,624,629,314
延滞金収入 3,887,379,041
留学生宿舎収入 632,756,486
日本語学校収入 327,014,523
日本留学試験検定料収入 649,302,748
その他の事業収入 480,437,529
政府受託収入 13,380,570
国庫補助金収入 28,475,099,682

 国庫補助金の精算による返還金の支出 △ 390,521,414
政府補給金収入 5,501
寄附金収入 1,980,439,814
小計 21,987,163,714
その他利息の受取額 164,255,898
その他利息の支払額 △ 409,027

　　業務活動によるキャッシュ・フロー 22,151,010,585

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出 △ 4,000,000,000
有価証券の償還による収入 6,700,000,000
有形固定資産の取得による支出 △ 620,917,927
無形固定資産の取得による支出 △ 2,242,438,203
差入保証金の差入による支出 △ 87,655
差入保証金の返還による収入 1,632,000

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 161,811,785

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ･フロー
リース債務の返済による支出 △ 661,102,031

　　財務活動によるキャッシュ･フロー △ 661,102,031

Ⅳ　資金に係る換算差額 0

Ⅴ　資金増加額 21,328,096,769

Ⅵ　資金期首残高 208,443,969,683

Ⅶ　資金期末残高 229,772,066,452

キャッシュ・フロー計算書注記
（１）資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金 229,772,066,452 円
資金期末残高 229,772,066,452 円

（２）重要な非資金取引
ファイナンス・リースによる資産の取得 507,187,608 円
学資貸与金免除 30,056,559,193 円
一般会計からの借入金免除 27,908,344,255 円
特別会計からの借入金免除 72,171,354 円

計 58,544,262,410 円

キャッシュ・フロー計算書
平成30事業年度

(自平成30年４月１日　至平成31年３月31日)

区分 金額
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平成30事業年度

(単位:円)

Ⅰ 業務費用

損益計算書上の費用

学資金貸与業務費 72,921,550,113

学資金支給業務費 8,088,147,104

留学生学資金支給業務費 13,199,669,881

留学生寄宿舎運営・助成業務費 905,715,225

留学試験業務費 755,253,569

日本語予備教育業務費 690,207,703

留学生交流推進業務費 885,912,432

研修・情報提供業務費 138,708,278

修学環境等調査研究業務費 200,371,651

一般管理費 2,432,173,080

臨時損失 1,930,259 100,219,639,295

（控除）自己収入等

学資貸与金利息 △ 32,563,949,930

延滞金収入 △ 3,887,379,041

留学生宿舎収入 △ 631,040,598

日本語学校収入 △ 319,269,565

日本留学試験検定料収入 △ 689,391,952

その他事業収入 △ 267,651,316

受託収入 △ 4,915,058

寄附金収益 △ 2,028,132,861

資産見返寄附金戻入 △ 1,416,770

財務収益 △ 156,797,357

臨時利益 △ 24,990 △ 40,549,969,438

業務費用合計 59,669,669,857

Ⅱ 損益外減価償却相当額 613,492,941

Ⅲ 損益外減損損失相当額 0

Ⅳ 損益外除売却差額相当額 3,705,060

Ⅴ 引当外賞与見積額 △ 11,619,506

Ⅵ 引当外退職給付増加見積額 27,593,000

Ⅶ 機会費用

国又は地方公共団体財産の無償又は減額

された使用料による貸借取引の機会費用 1,125,439,460

政府出資又は地方公共団体出資等の機会

費用 0

無利子又は通常よりも有利な条件による

融資取引の機会費用 1,847,415,927 2,972,855,387

Ⅷ （控除）法人税等及び国庫納付額 0

Ⅸ 行政サービス実施コスト 63,275,696,739

行政サービス実施コスト計算書注記

行政サービス実施コスト計算書

(自平成30年４月１日　至平成31年３月31日)

　  引当外退職給付増加のうち、国等からの出向職員に係るものが14,491,557円含まれており、国家公務員
　　退職手当法に基づき期末在職出向職員に係る自己都合要支給額の当年度増加額を計上しております。
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注 記 事 項

Ⅰ 重要な会計方針 

「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（平成 27 年１月 27 日改訂）並びに

「独立行政法人会計基準及び独立行政法人会計基準注解に関するＱ＆Ａ」（平成 28 年２月最終改訂）

を適用して、財務諸表等を作成しております。 

ただし、「独立行政法人会計基準」第 43（注解 39）のセグメント情報の開示の規定については、「独

立行政法人通則法の一部を改正する法律」の附則第８条により経過措置を適用していることから、経

過措置終了まで、現行セグメント区分に基づくセグメント情報の開示を行っております。 

１．運営費交付金収益の計上基準 

業務達成基準を採用しております。ただし、業務の進行状況と運営費交付金の対応関係を明確に

示すことができる部分を除く管理部門の活動については、期間進行基準を採用しております。 

２．減価償却の会計処理方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物  １～53 年 

構築物 １～30 年 

工具器具備品 １～23 年 

 また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第 87）の減価償却相当額については、損益外

減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示しております。 

（２）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。 

なお、ソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づいております。 

（３）リース資産

リース期間を耐用年数とし、所有権移転外リースは残存価額を零、所有権移転リースは貸手の

購入価額の 10％を残存価額とする定額法によっております。 

３．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金

は計上しておりません。 

  企業年金基金から支給される年金給付については、運営費交付金により企業年金基金への掛金

及び年金基金積立不足額に関して財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は計上してお

りません。 

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、独立行政法人会

計基準第 38 に基づき計算された退職一時金及び年金給付に係る退職給付引当金の当期増加額を

計上しております。 

数理計算上の差異については、その発生時の職員等の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10
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年）による定額法により翌期から行政サービス実施コスト計算書に反映しております。また、過

去勤務費用については、その発生時の職員等の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10 年）に

よる定額法により当期から行政サービス実施コスト計算書に反映しております。 

４．賞与に係る引当金の計上基準 

 賞与引当金については、運営費交付金又は学資支給基金補助金により財源措置がなされるため、

賞与に係る引当金は計上しておりません。 

５．貸倒引当金の計上基準 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

及び破産再生更生債権等については回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

６．環境対策引当金の計上基準 

PCB（ポリ塩化ビフェニル）の処分等に関する支出に備えるため、今後発生すると見込まれる

金額を計上しております。 

７．有価証券の評価基準及び評価方法 

当法人が保有する有価証券は、全て満期保有目的の有価証券であり、償却原価法（定額法）に

より評価しております。 

８．債券発行差額の償却方法 

債券発行差額は、債券の償還期間にわたって償却しております。 

９．外貨建資産の本邦通貨への換算基準 

ベトナム事務所において期末日に保有する外国通貨は、期末日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理する方法を採用しております。 

10．未収財源措置予定額の計上基準 

（１）第一種学資貸与金（一般会計・特別会計借入分）の返還免除損に係る未収財源措置予定額

第一種学資貸与金（一般会計・特別会計借入分）の返還免除損については、独立行政法人日本

学生支援機構法第 22 条及び独立行政法人日本学生支援機構法施行令第 19 条の規定に基づき、後

年度に一般会計から借入金が償還免除されることが明らかであることから、発生した返還免除損

の全額に相当する額を未収財源措置予定額として計上しております。 

（２）第一種学資貸与金（財政融資資金等活用分）及び第二種学資貸与金の返還免除損に係る未

収財源措置予定額 

第一種学資貸与金（財政融資資金等活用分）及び第二種学資貸与金の返還免除損については、

独立行政法人日本学生支援機構法第 23 条の規定及び中期計画に計上されている第一種学資貸与

金（財政融資資金等活用分）及び第二種学資貸与金返還免除補填金により財源措置されることが

明らかであることから、発生した返還免除損の全額に相当する額を未収財源措置予定額として計

上しております。  
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（３）第一種学資貸与金（財政融資資金等活用分）及び第二種学資貸与金に係る財政融資資金、

民間借入金及び財投機関債の利息補てんに係る未収財源措置予定額 

第一種学資貸与金（財政融資資金等活用分）及び第二種学資貸与金に係る受取利息と財源であ

る財政融資資金、民間借入金及び財投機関債の支払利息の差額については、独立行政法人日本学

生支援機構法第 23 条の規定及び中期計画に計上されている政府補給金により財源措置されるこ

とが明らかであることから、当該事業年度末における未収利息と未払利息の差額に相当する額を

未収財源措置予定額として計上しております。 

（４）法人化後新たに生じた学資貸与金に係る貸倒損失に係る未収財源措置予定額

法人化後新たに生じた学資貸与金に係る貸倒損失に対しては、独立行政法人日本学生支援機構

法第 23 条の規定及び中期計画に計上されている回収不能債権補填金により、債権管理に関する

規定及び中期目標に基づき適正に債権管理した結果生じた部分について財源措置されることが

明らかであることから、回収目標率に基づき算出される予想貸倒引当金相当額を上限として当該

学資貸与金に係る貸倒引当金繰入額から受取利息等を控除した額を未収財源措置予定額として

計上しております。 

（５）旧日本育英会から承継した学資貸与金に係る貸倒損失に係る未収財源措置予定額

旧日本育英会から承継した学資貸与金に係る貸倒損失に対しては、独立行政法人日本学生支援

機構に関する省令附則第３条の規定により文部科学大臣が決定した額（17,519,277,701 円）か

ら毎期補助金により財源措置された額を控除した額を残高として未収財源措置予定額として計

上しております。 

（６）貸倒引当金見積方法の変更により追加で計上される旧債権の貸倒引当金繰入額に係る未収

財源措置予定額

「奨学金に係る債権の自己査定に関する細則」の制定（平成 21 年３月 16 日）に伴い、追加で

計上される旧債権に係る貸倒引当金繰入額に対しては、独立行政法人日本学生支援機構法第 23

条の規定及び中期計画に計上されている回収不能債権補填金により、平成 20 年度決算の損失処

理において第二期中期目標期間に繰越がなされる金額及び国庫納付がなされる金額を控除した

積立金残額では当期総損失を処理できないものと計算される額（22,173,611,784 円）について

財源措置されることが明らかであることから、同額を未収財源措置予定額として計上しております。 

11．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

（１）国又は地方公共団体財産の無償又は減額された使用料による貸借取引の機会費用の計算方

法 

近隣の地価や賃借料を参考に計算しております。 

（２）政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に利用した利率

平成 31 年４月５日付事務連絡「行政サービス実施コスト計算書等の機会費用算定の取扱いに

ついて（留意事項）」（総務省行政管理局、財務省主計局法規課公会計室）に基づき、0%で計算し

ております。 

（３）無利子又は通常よりも有利な条件による融資取引の機会費用の計算に利用した利率

当事業年度に行った通常の資金調達に係る約定利率の加重平均値 0.066%で計算しております。 
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12．消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっております。 

Ⅱ 重要な債務負担行為 

該当ありません。 

Ⅲ 重要な後発事象 

令和元年５月 17 日付の大学等における修学の支援に関する法律（令和元年法律第８号）の制定及

び独立行政法人日本学生支援機構法の改正により、令和２年度より、新たな給付奨学金事業が実施さ

れることになりました。これに伴い、現行の給付奨学金事業については、対象学生への学資金の支給

が終了した時点において、学資支給基金の残余額を国庫に納付し、学資支給業務勘定を廃止すること

になります。 

なお、新たな給付奨学金に係る業務については、一般勘定にて経理いたします。 

Ⅳ 金融商品の時価等に関する注記 

１．金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に対する取組方針

当法人は、奨学金貸与事業及び奨学金給付事業を実施しております。この業務を実施するため、

一般会計借入金、特別会計借入金、財政融資資金、金融機関からの借入及び財投機関債の発行に

より資金を調達しております。 

（２）金融商品の内容及びそのリスク

当法人が保有する金融資産は、個人に対する貸付金及び未収金であり、債務者の契約不履行に

よってもたらされる信用リスクに晒されております。また、有価証券及び投資有価証券は国債、

地方債及び譲渡性預金であり、満期保有目的で保有しております。 

借入金及び財投機関債は、市場の混乱等により、当法人の資金調達が困難となる等の流動性リ

スクに晒されております。

（３）金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスクの管理

当法人は、当法人の貸与奨学規程、給付奨学規程及び信用リスクに関する管理諸規程に従い、

貸付金及び未収金について、信用情報管理、問題債権への対応など債権管理に関する体制を整

備し運用しております。これらの債権管理は、奨学金事業部門により行われ、また、定期的に

経営管理会議やリスク管理委員会等を開催し、審議・報告を行っております。 

② 金利リスクの管理

予め法令又は業務方法書等により定められた方法により利率を決定しております。

③ 資金調達に係る流動性リスクの管理

当法人は、主務大臣により認可された資金計画に従って、資金調達を行っております。

２．金融商品の時価等に関する事項 

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 
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（単位：百万円） 

 貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

(１) 現金及び預金 

(２) 貸付金及び破産再生更生債権等

   貸倒引当金 

 

(３) 有価証券及び投資有価証券 

満期保有目的債券 

(４) 日本学生支援債券 

   債券発行差額 

 

(５) 長期借入金 

229,772

9,506,739

△167,356

9,339,383

26,492

26,492

 (240,000)

(2)

(240,002)

(9,390,525)

229,772 

 

 

9,553,764 

26,621 

26,621 

 (239,982) 

 

(239,982) 

(9,239,199) 

－

214,381

129

129

(△20)

(△151,326)

（注）負債に計上されているものは、（ ）で示しております。 

 

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

（１）現金及び預金 

    これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ

っております。 

（２）貸付金 

貸付金及び破産再生更生債権等の種類に基づく区分ごとに、無利子奨学金については、将来キ

ャッシュ・フローを見積り、リスクフリーレートで割り引いて時価を算定し、有利子奨学金につ

いては、将来キャッシュ・フローを見積り、同様の新規貸付を行った場合に想定される利率で割

り引いて時価を算定しております。 

（３）有価証券及び投資有価証券 

これらの時価について、債券は業界団体が公表している価格によっております。また、譲渡性

預金は短期間で満期となるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。 

（４）日本学生支援債券 

当法人の発行する日本学生支援債券の時価は、業界団体が公表している価格によっております。 

（５）長期借入金 

長期借入金のうち、無利息である一般会計借入金及び特別会計借入金については、法令上の国

からの償還免除相当額を見積り、リスクフリーレートで割り引いて時価を算定し、財政融資資金

及び金融機関からの借入については、主として借入毎の元利金を同様の新規借入を行った場合に

想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。 

 

Ⅴ 賃貸等不動産の時価等の開示に関する注記 

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。 
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（３）貸付金の明細 (単位:円)

当期増加額

新規貸与額 回収額 償却額 返還免除額

2,752,122,020,952 2,829,151,943,716

(39,100,070,672) (41,411,181,758)

6,622,146,949,090 6,677,587,521,478

(60,514,248,485) (70,942,147,978)

9,374,268,970,042 9,506,739,465,194

(99,614,319,157) (112,353,329,736)

*返還免除の理由は、独立行政法人日本学生支援機構法第１５条第３項の規定により当年度に返還を免除したものであります。

（４）長期借入金の明細 (単位:円)

期首残高 期末残高

(内一年以内返済予定額) (内一年以内返済予定額)

2,746,696,508,451 2,814,567,296,196

(      - ) (13,086,565,196)

21,982,530,822 22,038,050,468

(      - ) (      - )

6,149,760,000,000 6,298,120,000,000

(550,540,000,000) (567,720,000,000)

70,200,000,000 47,400,000,000

(70,200,000,000) (47,400,000,000)

27,200,000,000 25,400,000,000

(27,200,000,000) (25,400,000,000)

70,300,000,000 47,400,000,000

(70,300,000,000) (47,400,000,000)

140,600,000,000 74,000,000,000

(140,600,000,000) (74,000,000,000)

21,700,000,000 5,600,000,000

(21,700,000,000) (5,600,000,000)

0 47,400,000,000

(      - ) (47,400,000,000)

0 8,600,000,000

(      - ) (8,600,000,000)

9,248,439,039,273 9,390,525,346,664

(880,540,000,000) (836,606,565,196)

*一般会計および特別会計について減少の理由は、独立行政法人日本学生支援機構法第22条第２項の規定により償還を免除されたものであります。

 民間借入金(三菱ＵＦＪ信託銀行) 47,400,000,000 0 0.000 令和元年度

民間借入金(四国銀行) 8,600,000,000 0 0.000 令和元年度

 民間借入金(大分銀行) 5,600,000,000 0.000 令和元年度

70,200,000,000

 民間借入金(資産管理サービス信託銀行) 74,000,000,000 0.000 令和元年度140,600,000,000

21,700,000,000

期末残高 摘要

第一種学資貸与金
347,323,850,500 241,798,435,483 456,848,362 28,038,643,891

582,030,965,682 552,156,628 2,017,915,302

当期減少額

区分 当期増加 当期減少 平均利率(%) 返済期限 摘要

計
987,365,460,500 823,829,401,165 1,009,004,990 30,056,559,193

(うち破産再生更生債権等)

(うち破産再生更生債権等)

第二種学資貸与金
640,041,610,000

(うち破産再生更生債権等)

区分 期首残高

 特別会計借入金 127,691,000 72,171,354 無利息 令和29年度～令和36年度 *

 一般会計借入金 95,779,132,000 27,908,344,255 無利息 令和元年度～令和36年度 *

 財政融資資金借入金 698,900,000,000 550,540,000,000 0.433 令和元年度～令和20年度

27,200,000,000

70,300,000,000

 民間借入金(農林中央金庫) 47,400,000,000 0.000 令和元年度

 民間借入金(北陸銀行) 25,400,000,000 0.000 令和元年度

 民間借入金(信金中央金庫) 47,400,000,000 0.000 令和元年度

計 1,050,606,823,000 908,520,515,609
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(１５)主な資産、負債の明細

① 現金及び預金

項目 金額 備考

現金 4,588,088

普通預金 196,223,498,330

郵便振替 2,710,963,461

別段預金 30,833,016,573

計 229,772,066,452

② 未収収益

項目 金額 備考

学資貸与金利息 717,643,670

有価証券利息 16,982,702

計 734,626,372

③ 未収金

項目 金額 備考

奨学金業務システム開発費補助金 1,350,508,896

回収委託分 189,802,721

留学生宿舎収入 47,192,901

その他未収金 182,041,003

計 1,769,545,521

④ 未収財源措置予定額

項目 金額 備考

第一種学資貸与金返還免除繰延資産見合 28,038,415,001

第一種学資貸与金（財融）返還免除繰延資産見合 546,890

第二種学資貸与金返還免除繰延資産見合 12,776,155,082

未払利息見合 △ 21,888,042,723

第一種学資貸与金貸倒引当金見合(新債権) 11,579,831,106 ※

第一種学資貸与金貸倒引当金見合(新債権・財融) 8,065,402 ※

第二種学資貸与金貸倒引当金見合(旧債権) 16,564,532,485 ※

第二種学資貸与金貸倒引当金見合(新債権) 53,394,131,681 ※

計 100,473,634,924

※新債権とは機構設立後に、旧債権とは旧日本育英会がそれぞれ貸出した債権であります。

⑤ 預り寄附金

項目 金額 備考

グローバル人材育成コミュニティ事業寄附金 1,815,745,218

奨学寄附金 203,983,000

留学生支援事業に係る寄附金 5,347,340

計 2,025,075,558

(単位：円)
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⑥ 未払金

項目 金額 備考

奨学金業務システム改修費 2,667,860,417

延滞債権回収委託費 785,952,618

退職手当 173,541,700

留学生寄宿舎に係る業務費 165,442,999

奨学金貸与事業に係る業務委託 148,270,897

文部科学省外国人留学生学習奨励費 139,080,000

その他未払金 357,255,305

計 4,437,403,936

⑦ 未払費用

項目 金額 備考

借入金利息 5,574,527,208

債券利息 488,376

その他未払費用 138,095,791

計 5,713,111,375

⑧ 前受金

項目 金額 備考

日本留学試験検定料収入前受金 155,612,880

日本語教育センター前受金 131,820,140

日本留学海外拠点連携推進事業前受金 8,465,512

その他前受金 10,301,880

計 306,200,412

⑨ 預り金

項目 金額 備考

留学生支援事業預り金 129,481,700

奨学金貸与事業返戻金 42,587,327

預り市町村民税徴収金等 25,652,102

その他預り金 171,297,998

計 369,019,127

⑩ 仮受金

項目 金額 備考

第一種仮受金 6,933,329

第二種仮受金 45,536,376

計 52,469,705

⑪ 長期預り寄附金

項目 金額 備考

グローバル人材育成コミュニティ事業寄附金 764,922,768

奨学寄附金 2,129,596,363

留学生支援事業に係る寄附金 32,041,699

計 2,926,560,830
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